
論文 鉄筋コンクリート造骨組の弾塑性解析における部材モデルの適用性 
 

朴 哲敏*1・楠原 文雄*2・塩原 等*3 

 

要旨：骨組の耐震設計で使われる動的増幅などの特性は，部材モデルを用いた弾塑性骨組地

震解析に基づいているが，一般に反曲点の移動が損傷分布の変化に及ぼす影響は無視されて

いる。そこで本研究では，高次モード振動が無視できない建物への適用性を検討するために，

中高層骨組の静的弾塑性繰り返し載荷解析および動的振動解析を行い，その部材モデルの違

いに対する部材応力や部材損傷量について検討する。 
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1. はじめに 

中高層の鉄筋コンクリート造骨組建築構造物

の耐震設計では，設計地震力に対する構造物の

終局耐力や部材中の応力や層間変形角，部材の

最大応答変形を求め，部材が必要な強度や靭性

を有するかを確認するのに，弾塑性骨組解析が

用いられる場合が多い。この場合，梁や柱の部

材に沿った損傷分布を表すために，簡略に材端

弾塑性ばねモデルが用いられることがほとんど

である。しかし柱においては高次モード振動が

大きくなると反曲点の移動が大きく，それにつ

れて損傷分布の変化が大きく，解析結果に影響

が生じる。したがって柱の部材モデルの違いが，

「構造物内の生じる損傷分布」の予測に影響を

及ぼすものと考えられる。既往の研究では，水

平変位などの地震応答に及ぼす影響を検討した

ものがあるが[1],部材の応力や損傷の大きさに及

ぼす影響を検討した例は少ない。 

そこで，本研究では柱に用いる部材モデルと

して，既に提案されている代表的なものである

材端ばねモデル[2]，分割梁モデル[3]，柔性分布モ

デル[4]，離散ばねモデル[5]を取り上げ，中高層構

造物の一定水平力分布形での静的漸増繰り返し

載荷解析と，弾塑性地震応答解析を行い，部材

モデルの違いが部材の損傷分布および柱モーメ

ントの動的増幅に及ぼす効果について検討を行

う。 

 

2. 平面骨組弾塑性応答解析 

2.1 検討用構造物の設定 

検討用構造物は無限均等ラーメンから柱 1 本

とそれに付く梁を，梁の中央で切り出したキの

字形の鉄筋コンクリート造建物平面骨組とする。

1 階柱脚と最上階柱頭および梁端(最上階は除く) 

を降伏させる全体降伏機構を計画し，剛域と柱

の部材モデルの設定を図 1 で表わす。階高は各

層で 3.5m，スパンは 6.0m×7.0m とし，6.0m の 

 

図 1 対象建物とばねの配置 
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スパン方向を検討対象とする。図 2は検討用構 

造物諸元を示している。9 階建物を f09 とする。

各階の重量は同一とし，単位面積あたりの慣性

質量は 1.20ton/m2 とする。断面寸法は上層漸減型

とし，柱寸法は 3 層ごとに 5%ずつ減少させ，梁

せいは柱せいの 0.95 倍，梁幅は梁せいの 0.75 倍

とする。コンクリート強度は上層から 36，39，

42N/mm2 を用いる。スラブ効果を考慮して梁の

剛性増加率を 2.0 倍とする。異なる部材モデルの

影響について検討するために，設計用外力分布

は 1 次モード比例外力とし，静的漸増荷重解析

を行って，その降伏代表変形角が 1/200 になるよ

うに設計用ベースシアー係数を定める(図 2)。降

伏を計画する部材端の降伏強度は設計用応力の

1.0 倍とし，降伏を計画しない部材端の降伏強度

は無限大とする。復元力特性はトリリニア型(ひ
び割れ強度は cc FM 56.0= ，降伏点剛性低下率は

0.3，降伏後剛性低下率 0.01)とし，柱におけるば

ねは Takeda モデル[6],梁におけるばねは Takeda 

slip モデル[7]を用いる(図 3)。分割ばりモデルは 3

本の部材に分割し，離散ばねモデルは材軸に沿

った 10 個のばねに分割する。柔性分布モデルは

パラボラ 2 次曲線で柔性分布を与える。各部材

モデルにおけるばねは全て弾塑性ばねを用いる。

各部材モデルが持つ固有の特性の違いを表わす

ために，一個の部材における逆対称応力分布時

の曲げモーメント－曲率関係を一致させた。そ

の結果，離散ばねの降伏後剛性低下率は 0.065 と

なり，除荷時剛性低下指数は 0.43 となる。 

2.2 静的漸増荷重解析における外力分布 

 漸増荷重解析に用いる外力分布は弾性１次と

2 次モードの固有振動形に比例した外力の線形

和である直和と差分で設定し，式(1)で表わす。 
{ } [ ] { } { }( )2211 uuMf ββ ±=      (1) 

ここに， iβ :i次刺激係数，{ }iu :i次振動モード，

[ ]M : 質量マトリックスである。構造物の固有振

動モードと外力分布および層せん断力分布は図

4で示し，繰り返しルールは図 5で示す。繰り返

し点は図 2 で示すように R=0.5%と R=1.0%の時

の最上階変位とする。 

2.3 入力地震動の設定 

入力地震動として，El Centro NS 記録(1940

年)，八戸港湾 EW 記録(1968 年)，神戸海洋気象

台 NS 記録(1995 年)，東北大学 NS(1978 年)のフ 

ーリエ位相スベクトル特性を用いて減衰 5%時の 

模擬地震動４波を作成する。目標加速度応答ス 

ペクトルは告示の標準加速度応答スペクトル[8] 

を用いる。入力地震動ごとに最上階最大変位を

R=0.5%点と R=1.0%点に合わせる(表-１)。 

 

図 2 検討用構造物 

 

図 3 梁柱の復元力特性 

 

図 4 外力分布 

図 5 繰返し載荷履歴 
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表-1 入力地震動 

 
 

3 弾塑性応答解析 

 合計 3 種類の静的繰り返し解析と 8 種類の地 

震応答解析を行って，部材モデルの違いによる 

最大層間変形角と部材の塑性率および層間履歴 

ループの分布形状について論ずる。特に部材モ

デル間の相互関係について検討する。本検討用

構造物は全体降伏機構を計画しているので，部

材の剛性変化によって隣接部材への影響の度合

が違ってくる。特に最上階柱頭と最下階柱脚の 
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図 6 最大層間変形角（R=0.5%） 

塑性化によってその影響が中層まで伝わる特性

が部材モデルごとに違うことが予想される。 

3.1 層間変形角分布 

 図6に，R=0.5% 時の最大層間変形角を部材 

モデルごとに示している。1 次モードおよび2 

次モード外力の直和・差分による漸増載荷解析

から得られる最大層間変形角分布には部材モデ

ルの違いによる大きな差は見られないが，HEW， 

TNS 入力時における柔性分布モデルおよびKNS 

入力時における離散ばねモデルから得られる最 

大層間変形角は他のモデルと比較して，大きな 

違いが見られる。地震解析においては地震波の

種類にもよるが，部材モデルの違いが最大層間

変形角に大きな影響を及ぼすといえる。 

図 7に，R=1.0% 時の最大層間変形角を部材モ

デルごとに示している。静的解析から得られる

最大層間変形角分布は R=0.5%の場合と同様に

大きな違いが見られないが，地震解析から得ら 
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図 7 最大層間変形角（R=1.0%） 
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られる最大層間変形角分布はR=0.5%の場合より

もばらつきが大きくなっている。 

最大層間変形角が設計に与える影響が大きい

ことを考えれば，部材モデルの特徴は重要であ

り，注意が必要であると考えられる。 

3.2 部材塑性率 

図8に1 次モード比例型の外力により漸増載 

荷解析を行ったときのR=0.5%時の部材塑性率お

よび材端ばねモデルとほかの三つの部材モデル

間の相対比率(材端ばねモデルを使用した振動系

における部材塑性率を基準とする)を示す。 

 R=0.5%時の2階部分を除いて材端ばねモデル

の塑性率が大きくなっている。R=1.0%ときの部

材塑性率は塑性変形によって，中間層でばらつ

き始めた。しかしながら，設計用1 次モード外

力で部材モデルの違いにより崩壊メカニズムは

あまり変化していない。次に，R=0.5％時の部材

塑性率を図9 に，R=1.0%時の部材塑性率を図10  

に示す。R=0.5%時の部材塑性率は柔性分布モデ 

 

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

e
e
e
e
e
e
e
e

e
e

h
h
h
h
h
h
h

h
h

h

k
k
k
k
k
k
k

k
k
k

t
t
t
t
t
t
t
t
t

t

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

e
e
e
e
e
e
e
e
e

e

h
h
h
h
h
h
h

h
h
h

k
k
k
k
k
k
k

k
k

k

t
t
t
t
t
t
t
t
t
t

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

e
e
e
e
e
e
e
e

e
e

h
h
h
h
h
h
h

h
h

h

k
k
k
k
k
k
k

k
k

k

t
t
t
t
t
t
t
t
t

t

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

e
e
e
e
e
e
e
e
e

e

h
h
h
h
h
h
h

h
h

k
k
k
k
k
k
k

k
k

t
t
t
t
t
t
t
t

t
t

 

図 9 部材塑性率(R=0.5%) 

 

図 8 部材塑性率・相対差（静的） 
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図 10 部材塑性率(R=1.0%) 
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ルの最上層を除けば大きな違いが見られない。

R=1.0%時には部材モデルによる違いが現れるが，

それでも顕著な違いは見られない。 

 

3.3 層せん断力と層間変形角の関係 

 図 11に，KNSR05 を入力したときの最上層 

の層せん断力－層間変形角関係を示す。図 12に

1 次モード比例外力を用いた静的繰返し載荷，

R=0.5%時の一階の層せん断力と層間変形角関係

部材モデルごとに示す。 

動的地震応答解析において柔性分布モデルを

用いた場合，地震動時刻歴特性によって残留変

形を生じやすくなることがある。その原因とし

て考えられることは，図 12で示すように，降伏

後反対側の最大変位から除荷するとき，柔性分

布モデルの除荷剛性が一番高くなっていること

によると思われる。分割ばりモデルにおいて除

荷剛性が少し高く定められており，材端ばねモ

デルと離散ばねモデルでは除荷剛性が低いため

に，残留変形に対する影響があまり見られなか

った。また，これは代表変形角が R=0.5%時，構

造物が降伏するように耐力を定めたので，部材

モデルによる反曲点移動が違うことと弾塑性ば

ねの履歴則の相互作用で生じるものである。 

3.4 動的増幅係数 

 動的増幅係数は動的解析と 1 次モード比例外

力を用いた静的解析結果の比率を取る。図 13に

設計用外力に対する各地震動入力時，層せん断

力の動的増幅係数を各層の最大値で示す。同様

に，図 14には曲げモーメントの動的増幅係数を

各層の最大値で示す。3.3 節で述べたように

R=0.5％時の場合は構造物の耐力設定が原因で

弾塑性ばねの履歴則の影響が現われやすいこと

から，ここでは R=1.0%時の場合を示す。また，

柱の曲げモーメントは同じ節点における上層の

柱脚と下層の柱頭の曲げモーメントの最大値を

取る。 

図 13 と図 14 で示すように，入力地震動にも

よるが，層せん断力と柱曲げモーメントの動的

増幅係数は材端ばねモデルを使用した振動系が 

0

 

図 11 層せん断力―層間変形角関係(KNSR05) 

 

(K
N

)

0

 
 

図 12 除荷剛性の検討(R=0.5%) 

 

大きい。即ち，全体振動系において材端ばねモ

デルがほかの三つの部材モデルより剛性を高く

評価していることを示している。 

 

4. まとめ 

本研究では静的漸増繰返し載荷解析および弾

塑性地震応答解析を行い，部材モデルにおける

反曲点の移動が部材の損傷分布および応力の動

的増幅効果に及ぼす影響について検討し，以下 
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図 13 層せん断力の動的増幅係数(R=1.0%) 

 

 

 

図 14 柱曲げモーメントの動的増幅係数

(R=1.0%)  

の知見が得られた。 

(1) 最大層間変角が大きい層において，反曲点

の移動が異なる部材モデルを使用した振動系で

大きな違いを示している。また，この特性は入

力地震動の位相特性にも大きく関わる。 

(2) 層せん断力，柱曲げモーメントの動的増幅

係数は材端ばねモデルのほうが大きい。また，

材端ばねモデルは他の部材モデルより振動系の

剛性を高く評価する。 

(3) 部材モデルの違いにより，部材の最大塑性

率には違いが見られるが，大きな影響を及ぼす

ものではない。 

(4) 柔性分布モデルではその特性から残留変形

の影響を考慮する必要がある。 
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